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市 税
583億5,387万円

(38.0％）

県支出金 70億7,609万円 (4.6％)

繰入金 51億5,964万円 (3.4％)

地方消費税交付金 35億9,597万円 (2.3％)

使用料及び手数料 25億6,997万円 (1.7％)

繰越金 22億3,078万円 (1.4％)

分担金及び負担金 18億4,236万円 (1.2％)

地方譲与税 13億2,212万円 (0.9％)
その他 16億2,096万円 (1.2％)

＊歳入の「その他」は、財産収入、地方特例交付
金、自動車取得税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
利子割交付金、交通安全対策特別交付金、配当
割交付金、寄附金、国有提供施設等所在市町村助
成交付金、株式等譲渡所得割交付金です。

【歳 入】

歳 入

1,533億5,771万円

諸収入

259億1,230万円
(16.9％)

市 債
103億2,600万円

(6.7％)

国庫支出金

159億3,959万円

(10.4％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

地方交付税
174億 806万円
（11.3％）
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民生費
452億4,873万円

(30.5％)

教育費

158億2,903万円

(10.7％)
土木費

195億2,868万円
(13.2％)

商工費
237億1,881万円

(16.0％)

総務費
142億1,032万円

(9.6％)

公債費
129億3,101万円

(8.7％)

歳 出

1,483億3,248万円

◎ 歳入決算額 １,５３３億５，７７１万円（Ａ）
歳出決算額 １,４８３億３，２４８万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ５０億２，５２３万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
４億４，９６７万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３１億円積み立て、
残りの１４億７，５５６万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛生費 88億8,999万円(6.0％)

消防費 42億2,072万円(2.8％)

農林水産業費 27億1,827万円(1.8％)

その他 10億3,692万円(0.7％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。
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２３年度 ２４年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ５７１億４，９４５ ３６．４ １．６ ５８３億５，３８７ ３８．１ ２．１

2 地 方 譲 与 税 １４億　　８９９ ０．９ △２．４ １３億２，２１２ ０．９ △６．２

3 利子割交付金 １億１，６９３ ０．１△３７．０ １億　　８７１ ０．１ △７．０

4 配当割交付金 ８，９６７ ０．１ １４．１ ９，５０６ ０．１ ６．０
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２，１９０ ０．０△１０．０ ２，９６７ ０．０ ３５．５

6
３５億７，８３７ ２．３ △０．５ ３５億９，５９７ ２．３ ０．５

7
１億５，３４４ ０．１△１４．２ １億５，１８１ ０．１ △１．１

8
３億　　９５６ ０．２△２１．９ ４億２，３５３ ０．３ ３６．８

9
４，８９１ ０．０△１０．０ ４，４０３ ０．０△１０．０

10 地方特例交付金 ５億５，６６０ ０．４△１２．６ ２億３，５６８ ０．１△５７．７

11 地 方 交 付 税 １７４億８，４１１ １１．１ ２７．５ １７４億　　８０５ １１．３ △０．４
普 通 交 付 税 １５２億　　３６８ ９．７ ３２．１ １５１億５，１９４ ９．９ △０．３
特 別 交 付 税 ２２億８，０４３ １．５ ３．６ ２２億５，６１１ １．４ △１．１

12
１億　　　４６ ０．１ △１．８ ９，８４０ ０．１ △２．１

13 分担金・負担金 １３億７，７８７ ０．９ ４．４ １４億５，２５９ ０．９ ５．４

14 使用料・手数料 ２９億８，３１７ １．９△４１．６ ２９億９，４０７ ２．０ ０．４

15 国 庫 支 出 金 １６９億７，２６９ １０．８ △０．９ １５９億３，９５９ １０．４ △６．１

16 県 支 出 金 ７０億９，４５１ ４．５△２５．２ ７１億８，０８６ ４．７ １．２

17 財 産 収 入 ６億６，８２２ ０．４ ５１．７ ３億１，１７３ ０．２△５３．３

18 寄 附 金 ６，７１１ ０．０ ４８．０ ８８６ ０．０△８６．８

19 繰 入 金 ４９億７，６６５ ３．２ ２３．７ ５１億５，９６４ ３．４ ３．７

20 繰 越 金 １６億８，２９９ １．１ ２１．１ ２２億８，９３１ １．５ ３６．０

21 諸 収 入 ２７１億３，１７３ １７．３ １．３ ２５７億８，１０１ １６．８ △５．０
貸付金元利収入 ２３７億９，１５９ １５．２ １．２ ２２３億　　６７８ １４．６ △６．２

22 地 方 債 １２８億５，２８０ ８．２△２７．４ １０３億２，６００ ６．７△１９．７

１，５６８億２，６１１１００．０ △２．０１，５３３億１，０５６１００．０ △２．２

  普通会計による決算状況

歳　　　　入 （単位  万円）

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

　　　　　年　度
区　分

合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金
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２３年度 ２４年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２１１億　　２４５ １３．９ △９．４ ２０５億９，３３７ １３．９ △２．４

う ち 職 員 給 １２９億４，１８７ ８．６ △６．１ １２６億２，８９５ ８．５ △２．４

2 扶 助 費 ２７６億８，０８８ １８．３ ４．２ ２８３億８，９１７ １９．１ ２．６

3 公 債 費 １３０億　　８７５ ８．６ １．８ １４１億５，８１１ ９．６ ８．８

4 物 件 費 １７８億７，３４２ １１．８ ０．７ １７２億５，３３５ １１．６ △３．５

5 維 持 補 修 費 １３億６，３１９ ０．９ △３．７ １２億６，９４８ ０．９ △６．９

6 補 助 費 等 １５４億７，９６１ １０．２ △０．３ １７１億８，３５６ １１．６ １１．０

7 積 立 金 １７億５，４１１ １．２ ５５．７ ３０億３，８５８ ２．０ ７３．２

8 投資・出資金

貸 付 金 ２３７億　　２７７ １５．７ ０．８ ２２３億３，３８６ １５．１ △５．８

う ち 貸 付 金 ２３６億７，０９０ １５．６ ０．８ ２２２億８，８０９ １５．０ △５．８

9 繰 出 金 ９６億７，５９２ ６．４ ６．２ ９９億１，０６９ ６．７ ２．４

10 普通建設事業費 １９５億６，５３２ １２．９ △２１．４ １４０億３，９７１ ９．５ △２８．２

うち補助事業費 ４２億８，９２８ ２．８ △４５．１ ２８億１，１７０ １．９ △３４．４

うち単独事業費 １４６億４，３３７ ９．７ △７．８ １０４億　　１１１ ７．０ △２９．０

11 災 害 復 旧 費 １億３，０３８ ０．１ 皆増 ７，０９６ ０．０ △４５．６

１，５１３億３，６８１１００．０ △３．０１，４８２億４，０８３１００．０ △２．０

５４億８，９３１ ― ３４．４ ５０億６，９７２ ― △７．６

（単位  万円）

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３ 　平成２４年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　　　

21億4,240 65億3,321

8.5

2億2,076

0.924

48.9 40.9

0.563 0.814

93.2

55億8,022

1億8,417

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

107億9,494 43億5,437

48.8 86.4

0.818 0.760

10億8,224 3,116

将来負担比率

実質収支比率

実 質 収 支

経常収支比率

区 分

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H25.3.31 ） （ 人 ）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

1,317億8,133 1,444億1,901

89.5 91.7

1,328億3,408

400億2,350 659億1,755

93.2

8.8 6.4

814億6,617

89.8 92.8

729億  214

15億9,601

5.7 3.0

46億2,005 23億2,457 23億5,658 26億5,111

8.4

1,482億4,083

119,482

425億9,846 704億2,854

1,533億1,056 1,355億  515 451億3,866 734億3,921

213,084211,419

伊勢崎市 太田市

702億7,814

高崎市 前橋市 桐生市

374,655 340,945

98億3,787 43億1,907 78億6,473

17億5,016 58

10.1 7.4 7.7 8.4

積 立 金

現 在 高

（万円）

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、財政の健全化を
判断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の比率で、市町村では、３５０％以上になると財政の早期健全化を
図ることとなります。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことで設けられ
た数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他

70億7,541

－　6　－


